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第４次 第５次

964,777 964,777 1,060,750 1,060,750

1 総
妊婦健康診
査事業

妊婦の健康管理の向
上

妊婦
義
務

妊婦健康診
査事業

85,189

市民ニーズは高く、
制度の積極的な周知
により、受診率は高
い

Ａ 112,186 6
妊婦健康診査
の拡充

現状維
持

なし 維持

1
妊婦健康診
査事業

医療機関への
健診の委託、
支払い事務

受診件数
年
17000
件

年
14176
件

85,189
医療機関への
健診の委託、
支払い事務

受診件数
年
29400
件

112,186 6
妊婦健康診査
の拡充

済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

1
妊婦健康診
査事業

要保健指導、
要支援ケース
へのフォロー

要指導件数 年１２件 年１９件
要保健指導、
要支援ケース
へのフォロー

要指導件数 年１２件 6
妊婦健康診査
の拡充

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 　
予算
なし

701 総
妊産婦・新
生児訪問指
導事業

妊産婦に対する健や
かな妊娠、分娩への
支援及び新生児への
健やかなの発育、発
達への支援

産婦及
び新生

児

義
務

2,724

制度の積極的な周知
により訪問希望者が
多く成果はあがって
いる

Ａ

701
妊産婦・新
生児訪問指
導事業

助産師または
保健師が家庭
訪問

訪問件数
年３００
件

年５１０
件

2,724

№2「こんにち
は赤ちゃん訪
問事業」とし
て新規・拡大
実施

2 総
こんにちは
赤ちゃん訪
問事業

生後４か月までの乳
児のいる全家庭に主
任児童委員や助産師
等が訪問をし子育て
支援を進める

生後４
か月ま
での乳
児のい
る全家

庭

政
策

こんにちは
赤ちゃん訪
問事業

7,368 4
こんにちは赤
ちゃん訪問事
業

未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

2
こんにちは
赤ちゃん訪
問事業

生後４か月ま
での乳児のい
る全家庭に主
任児童委員や
保健師、助産
師が訪問をす
る

訪問実施率 １００％ 7,368 4
こんにちは赤
ちゃん訪問事
業

可
必
要

不
可

済 無 有り 22 再任用の活用 維持

3 総
４か月児健
康診査事業

乳児の健康の保持及
び増進

４か月
児童及
び保護

者

義
務

15,995
市民ニーズや受診率
も高く成果はあがっ
ている

Ａ 16,383
現状維

持
なし 維持

3
４か月児健
康診査事業

医療機関への
健診の委託、
支払い事務

受診件数
年2058
件

年2041
件

15,789
医療機関への
健診の委託、
支払い事務

受診件数
年2050
件

16,170
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

3
４か月児健
康診査事業

未受診児の確
認、フォロー

未受診児確認
率

１００％ １００％ 206
未受診児の確
認、フォロー

未受診児確認
率

１００％ 213
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

3
４か月児健
康診査事業

要保健指導、
要支援ケース
へのフォロー

要指導率 １００％ 82.35%
要保健指導、
要支援ケース
へのフォロー

要指導率 １００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 総
７か月児育
児相談事業

保護者への保健衛生
知識の啓発及び健全
な育児への支援

７か月
児童及
び保護

者

政
策

812
相談利用率は高まっ
ており、成果は上
がっている

Ａ 845 未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

4
７か月児育
児相談事業

保健センター
での相談、指
導及び必要な
児に対する関
係機関への紹
介等

実施回数 年３６回 年３６回 812

保健センター
での相談、指
導及び必要な
児に対する関
係機関への紹
介等

実施回数 年３６回 845 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

計測等については一
部非常勤を配置して
いるが、問診等の職
員に非常勤保健師等
を導入する。

増
や
す

5 総
１０～１１
か月児健康
診査事業

乳児期の健康保持及
び増進

１０～
１１か
月児

義
務

15,788
受診率も高く成果は
上がっている Ａ 15,951

現状維
持

有り
増
や
す

5
１０～１１
か月児健康
診査事業

医療機関への
健診の委託、
支払い事務

受診件数
年2134
件

年2054
件

15,788
医療機関への
健診の委託、
支払い事務

受診件数
年2100
件

15,951 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

健康づくり課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

健康づくり課

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

20年度
の取組
に対す
る分析

予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況 活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

健康づくり課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

健康づくり課

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

20年度
の取組
に対す
る分析

予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況 活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

5
１０～１１
か月児健康
診査事業

未受診児の確
認、フォロー

未受診児確認
率

１００％ ９３％
未受診児の確
認、フォロー

未受診児確認
率

１００％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
非常勤職員でフォ
ローする。

増
や
す

5
１０～１１
か月児健康
診査事業

要保健指導、
要支援ケース
へのフォロー

要指導率 １００％ １００％
要保健指導、
要支援ケース
へのフォロー

要指導率 １００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6 総
１歳６か月
児一般健康
診査事業

乳児期の健康保持及
び増進

１歳６
か月児

義
務

2,951
受診率も高く健診と
して定着しており成
果は上がっている

Ａ 3,222
現状維

持
有り

増
や
す

6
１歳６か月
児一般健康
診査事業

保健センター
での集団健診
の実施

実施回数 年３６回 年３６回 2,951 　
保健センター
での集団健診
の実施

実施回数 年３６回 3,222 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

6
１歳６か月
児一般健康
診査事業

必要な児に対
する継続フォ
ロー

実施件数
年２７０
件

年４１１
件

　
必要な児に対
する継続フォ
ロー

実施件数
年２７０
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6
１歳６か月
児一般健康
診査事業

未受診児確認 確認率 ９５％ 98.70% 　 未受診児確認 確認率 ９５％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
未受診確認に非常勤
職員を導入する

増
や
す

7 総
１歳６か月
児歯科健康
診査事業

乳児期の、う歯の早
期発見及び口腔衛生
教育を行うことによ
る健全な育成の支援

１歳６
か月児

義
務

2,327
受診率は高く成果は
上がっている Ａ 2,464

現状維
持

なし 維持

7
１歳６か月
児歯科健康
診査事業

保健センター
での集団健診
の実施

実施回数 年３６回 年３６回 2,327 　
保健センター
での集団健診
の実施

実施回数 年３６回 2,464 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

7
１歳６か月
児歯科健康
診査事業

必要な児に対
する継続フォ
ロー

確認率 ９５％ ６３％ 　
必要な児に対
する継続フォ
ロー

確認率 ９５％ 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8 総
３歳６か月
児一般健康
診査事業

幼児の健康の保持増
進及び保護者への育
児支援

３歳児
義
務

4,521
受診率は高く成果は
上がっている Ａ 4,630

現状維
持

有り
増
や
す

8
３歳6か月児
一般健康診
査事業

保健センター
での集団健診
の実施

実施回数 年３６回 年３６回 4,521
保健センター
での集団健診
の実施

実施回数 年３６回 4,630 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

8
３歳６か児
一般健康診
査事業

必要な児に対
する継続フォ
ロー

実施件数
年２３０
件

年２９１
件

必要な児に対
する継続フォ
ロー

実施件数
年２３０
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
３歳６か児
一般健康診
査事業

未受診児確認 確認率 ９０％ ９８％ 未受診児確認 確認率 ９０％ 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
未受診確認に非常勤
職員を導入する

増
や
す

9 総
３歳６か月
児歯科健康
診査事業

幼児期の、う歯の早
期発見及び口腔衛生
教育を行うことによ
る健全な育成の支援

３歳児
義
務

2,100
受診率は高く成果は
上がっている Ａ 2,096

現状維
持

なし 維持

9
３歳６か月
児歯科健康
診査事業

保健センター
での集団健診
の実施

実施回数 年３６回 年３６回 2,100
保健センター
での集団健診
の実施

実施回数 年３６回 2,096 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

9
３歳６か月
児歯科健康
診査事業

必要な児に対
する継続フォ
ロー

確認率 ９０％ ６７％
必要な児に対
する継続フォ
ロー

確認率 ９０％ 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

健康づくり課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

健康づくり課

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

20年度
の取組
に対す
る分析

予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況 活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

10 総
母子健康手
帳交付事業

母子の健康管理及び
適切な医療の確保

妊婦
義
務

911

母子健康手帳の交付
と同時に必要なケー
スについては保健指
導も実施できており
成果は上がっている

Ａ 943
現状維

持
なし 維持

10
母子健康手
帳交付事業

妊娠届出に基
づき保健師が
面接、手帳交
付。マタニ
ティマーク
キーホルダー
の配布

発行数、配布
数

年2250
冊

年2190
冊

911

妊娠届出に基
づき保健師が
面接、手帳交
付。マタニ
ティマーク
キーホルダー
の配布

発行数、配布
数

年2250
冊

943
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10
母子健康手
帳交付事業

要支援ケース
へのフォロー

要指導件数 年１２件 年１８件
要支援ケース
へのフォロー

要指導件数 年１２件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11 総
母子栄養健
康づくり事
業

母親の健康の保持及
び乳児の健全な発育
の支援

妊婦及
び乳児
持つ保
護者

政
策

163
ニーズが高く応じ切
れていない事業もあ
る。

Ａ 234 未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

11
母子栄養健
康づくり事
業

妊娠期及び乳
児期での食に
関する講習会
の実施

実施回数

前期１２
回後期１
２回マタ
ニティ９
回

前期１２
回後期１
３回マタ
ニティ９
回

163

妊娠期及び乳
児期での食に
関する講習会
の実施

実施回数

前期１２
回後期１
２回マタ
ニティ１
２回

234 済
必
要

済
不
可

無 有り 22
実施回数の拡大につ
いて検討

増
や
す

12 総
母子保健指
導事業

妊娠、出産、育児へ
の不安を少しでも取
り除き、母子の健全
な成長に対する支援

妊婦、
初めて
父にな
る人、
母親教
室受講

者

政
策

455

実施回数は計画どお
り。定員に対しては
約８０％以上の利用
となっている。

Ａ 479 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

12
母子保健指
導事業

母親教室・父
親教室等の実
施

実施回数

母教１２
コース
父教１８
回　ＯＢ
会１２回
対象別母
教６回

母教１２
コース
父教１８
回　ＯＢ
会１２回
対象別母
教６回

455
母親教室・父
親教室等の実
施

実施回数

母教１２
コース
父教１８
回　ＯＢ
会１２回
対象別母
教６回

479 済
必
要

不
可

済 無 なし 維持

13 総
乳幼児育成
指導事業

育児への不安、悩み
に対する軽減を図り
乳幼児の健全な成長
を支援

乳幼児
及び保
護者

政
策

1,684
ニーズが高く成果は
上がっている。 Ａ 1,853 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

13
乳幼児育成
指導事業

こども相談・
親子教室等の
実施

実施回数

こども相
談９６回
親子教室
４８回

こども相
談80日
（健診で
の心理相
談を含め
１５４
回）親子
教室４８
回

1,634
こども相談・
親子教室等の
実施

実施回数

こども相
談80日
（健診で
の心理相
談を含め
１５４
回）親子
教室４８
回

1,763 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13
乳幼児育成
指導事業

母子保健事業
検討会の開催

実施回数 年２回 年２回 50
母子保健事業
検討会の開催

実施回数 年２回 90
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

14 総
２歳児歯科
相談事業

２歳児のう蝕の予
防、健全な食習慣、
口腔衛生知識の普及
を行い幼児の健全な
成長を支援

２歳児
政
策

454
実施回数は目標を達
成し、相談利用率は
５５％弱である。

Ｂ 701 未 高 高 高
現状維

持
有り

増
や
す

14
２歳児歯科
相談事業

保健センター
を会場に歯
科・栄養・育
児等の相談を
実施

実施回数 年３６回 年３６回 454

保健センター
を会場に歯
科・栄養・育
児等の相談を
実施

実施回数 年３６回 701 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
問診等に非常勤職員
を導入する

増
や
す
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

健康づくり課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

健康づくり課

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

20年度
の取組
に対す
る分析

予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況 活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

14
２歳児歯科
相談事業

必要なケース
のフォロー

確認率
フォロー
件数

年４０５
件

必要なケース
のフォロー

確認率 ５０％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

15 総
保健師活動
支援事業

保健衛生活動の向上 保健師
内
部

50
専門職としてのスキ
ルアップのためには
必要不可欠である

Ａ 96
現状維

持
なし 維持

15
保健師活動
支援事業

各種研修の受
講等

受講件数 年４件 年３件 50
各種研修の受
講等

受講件数 年４件 96 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
乳幼児健康
相談事業

乳幼児の保護者の育
児不安を解消し、乳
幼児の健全な成長を
支援

乳幼児
及び保
護者

政
策

594
毎月相談に来所する
人も多くニーズは高
い

Ａ 811 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

16
乳幼児健康
相談事業

毎月保健セン
ター、公民館
等１１カ所で
の相談、指導

実施回数
年１５０
回

年１４８
回

594

毎月保健セン
ター、公民館
等１１カ所で
の相談、指導

実施回数
年１５０
回

811 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16
乳幼児健康
相談事業

必要なケース
へのフォロー

要指導件数 年７５件 年５４件
必要なケース
へのフォロー

要指導件数 年７５件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17 総
思春期保健
事業

思春期の健全な成長
及び健全な青年期へ
の支援

小学校
３，４
年生及
び保護

者

政
策

140
ニーズが高く学校等
からの依頼教育とし
ても実施している

Ａ 116 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

17
思春期保健
事業

実施校との打
ち合わせ

打ち合わせ回
数

年１０回 年１０回
実施校との打
ち合わせ

打ち合わせ回
数

年８回
不
可

必
要

不
可

済 無 なし
予算
なし

17
思春期保健
事業

思春期わくわ
く体験講座の
実施

実施校数 年５校 年５校 140
思春期わくわ
く体験講座の
実施

実施校数 年４校 116 済
必
要

不
可

済 無 なし 維持

18 総
子育て教室
事業

育児への不安、悩み
に対する軽減を図り
乳幼児の健全な成長
を支援

２歳児
及び保
護者

政
策

子育て教室 1,150
ニーズは高く成果は
上がってきている Ｂ 1,150 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

18
子育て教室
事業

２歳児に共通
する子育ての
悩みや関わり
方の講話と遊
びの実施

実施回数 年２４回 年２４回 1,150

２歳児に共通
する子育ての
悩みや関わり
方の講話と遊
びの実施

実施回数 年２４回 1,150 済
不
要

済 済 無 なし 維持

19 総
特定不妊治
療費助成事
業

不妊で悩む夫婦の経
済的負担軽減を図る
ため特定不妊治療
（体外受精及び顕微
授精）費の一部を助
成する

妊娠を
希望す
る夫婦

政
策

特定不妊治
療費助成事
業

5,682
ニーズは高く成果は
上がっている Ａ

特定不妊治療
を受けている
夫婦に対して
治療費の助成
を実施（1年度
10万限度通年
2年度）

7,000 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

19
特定不妊治
療費助成事
業

特定不妊治療
を受けている
夫婦に対して
治療費の助成
を実施（1年度
10万限度通年
3年度）

申請数 年６０件 年５９件 5,682 申請数 年７０件 7,000
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20 総
健康手帳交
付事業

自らの適正な健康管
理及び適切な医療の
確保

40歳
以上の
市民

義
務

基本健康診
査等事業

257

目標を達成できな
かったが、今後、積
極的な周知により成
果が見込める。

Ｃ 355 1 健康増進事業
現状維

持
有り 維持
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②
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事
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№

総
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フ
ラ
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②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）
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①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
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重点事業
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21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値
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20年度
の取組
に対す
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予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
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実績値
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全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

20
健康手帳交
付事業

４０歳以上の
健康診査受診
者等に交付

交付件数
年4000
件

年634件 257

４０歳以上の
特定保健指導
受診者等に交
付

交付件数
年2500
件

355 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 21
特定保健指導や保健
事業参加者等に交付

維持

21 総
集団健康教
育事業

壮年期からの生活習
慣病予防及び健康保
持増進を図る。

４０歳
以上の
者、そ
の家族

義
務

1,561

目標の回数を実施
し、健康への取り組
みの成果が出てい
る。

Ａ 1,778 1 健康増進事業
現状維

持
有り 維持

21
集団健康教
育事業

生活習慣病の
予防、健康増
進のための事
業及び依頼教
室の実施。

実施回数 年２０回 年２０回 1,561

生活習慣病の
予防、健康増
進のための事
業及び依頼教
室の実施。

実施回数 年２３回 1,778 1 健康増進事業 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
再任用、臨時職員
（保健師、栄養士取
得者）で対応

維持

22 総
健康相談事
業

本人及び家族に個別
の相談、必要な助言
をし、個人の適切な
健康管理に資する。

一般成
人

義
務

2,084

目標の回数を実施
し、健康への取り組
みの成果が出てい
る。

Ａ 2,362 1 健康増進事業
現状維

持
有り 維持

22
健康相談事
業

保健セン
ター、公民館
等での健康に
関する相談指
導

実施回数
年１３２
回

年１３２
回

2,084

保健セン
ター、公民館
等での健康に
関する相談指
導

実施回数
年１３２
回

2,362 1 健康増進事業 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用、臨時職員
（保健師、栄養士取
得者）で対応

維持

23 総

予約制健康
相談事業
（旧：健康
よろず相
談）

生活習慣病の予防

４０歳
以上の
者、そ
の家族

義
務

73

目標の回数を実施
し、健康への取り組
みの成果が出てい
る。

Ａ 174 1 健康増進事業
現状維

持
有り 維持

23

予約制健康
相談事業
（旧：健康
よろず相
談）

市役所健康診
断室において
予約制による
健康相談

実施回数 年１２回 年１２回 73

市役所健康診
断室において
予約制による
健康相談

実施回数 年１２回 174 1 健康増進事業 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用、臨時職員
（保健師、栄養士取
得者）で対応

維持

24 総
健康診査事
業

疾患の疑いのある者
のスクリーニング及
び健康保持

７５歳
以上の
市民

義
務

基本健康診
査等事業

90,708

市民ニーズはあり、
制度の積極的の周知
により、今後成果が
見込める。

Ｂ 137,043 1 健康増進事業
現状維

持
なし 維持

24
健康診査事
業

医療機関への
委託、要指導
者等の把握

受診者数
年
12500
人

年
10512
人

90,708
医療機関への
委託、要指導
者等の把握

受診者数
年
13200
人

137,043 1 健康増進事業 可
必
要

済
不
可

無 なし 維持

25 総
がん検診事
業

がん予防、早期発見
治療

必要な
一般成

人

政
策

基本健康診
査等事業

がん検診の
充実

368,307

市民ニーズはあり、
制度の積極的の周知
により、今後成果が
見込める。

Ａ 354,363 2
がん検診の充
実

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

25
がん検診事
業

施設検診及び
集団検診の委
託、実施
（胃、大腸、
肺、乳房、子
宮）

受診者数
年
77300
人

年
74735
人

368,307

施設検診及び
集団検診の委
託、実施
（胃、大腸、
肺、乳房、子
宮）

受診者数
年
81100
人

354,363 2
がん検診の充
実

済
必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す

26 総
肝炎ウィル
ス検査事業

肝炎による健康障害
の回避

４０歳
以上の
市民の
うち必
要のあ
る者

義
務

基本健康診
査等事業

4,048
活動指標は達成でき
なかったが、成果は
今後見込める。

Ｃ 10,226 1 健康増進事業
現状維

持
なし 維持

26
肝炎ウィル
ス検査事業

医療機関への
委託、要指導
者等の把握

受診者数
年2700
人

年1209
人

4,048
医療機関への
委託、要指導
者等の把握

受診者数
年3300
人

10,226 1 健康増進事業
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

27 総
成人歯科健
康診査事業

成人の健康保持及び
増進

４０～
７０歳
の市民
（年齢
指定有
り）

義
務

8,061
活動指標は達成でき
なかったが、成果は
今後見込める。

Ｃ 13,984 1 健康増進事業 拡大 なし
増
や
す

27
成人歯科健
康診査事業

医療機関への
委託、実施

受診者数
年3300
人

年2079
人

8,061
医療機関への
委託、実施

受診者数
年3200
人

13,984 1 健康増進事業
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
増
や
す
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③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
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全体の予算額
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①
人
件
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減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位
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おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
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予算内訳（千円）

活動

事務事業
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実施計画
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事務事業の
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全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

28 総
訪問指導事
業

日常生活上の必要な
指導を行うことによ
る健康の保持及び増
進

保健指
導を必
要とす
る市民

義
務

 165
計画目標を上回り、
十分な成果が出てい
る。

Ａ 193 1 健康増進事業
現状維

持
有り 維持

28
訪問指導事
業

保健師等が家
庭を訪問し必
要な保健、指
導を行う。

訪問件数
年２００
件

年３１９
件

165

保健師等が家
庭を訪問し必
要な保健、指
導を行う。

訪問件数 年５０件 193 1 健康増進事業 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用、臨時職員
（保健師、栄養士取
得者）で対応

維持

29 総
機能訓練事
業

日常生活の自立に向
けた支援

言語障
害のあ
る４０
歳以上
の者

義
務

 230

目標の回数を実施
し、健康への取り組
みの成果が出てい
る。

Ａ 301 1 健康増進事業
現状維

持
有り 維持

29
機能訓練事
業

失語症の方
に、言語機能
の能力向上と
維持のための
集団指導を行
う。

実施回数 年１２回 年１２回 230

失語症の方
に、言語機能
の能力向上と
維持のための
集団指導を行
う。

実施回数 年１２回 301 1 健康増進事業 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
再任用、臨時職員
（保健師、栄養士取
得者）で対応

維持

30 総
個別健康教
育事業

生活習慣病の予防
健康教
育が必
要な者

義
務

74

目標の回数を実施
し、健康への取り組
みの成果が出てい
る。

Ａ 110 1 健康増進事業
現状維

持
有り 維持

30
個別健康教
育事業

個別禁煙プロ
グラムの実施

実施回数 年３回 年３回 74
個別禁煙プロ
グラムの実施

実施回数 年３回 110 1 健康増進事業 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用、臨時職員
（保健師、栄養士取
得者）で対応

維持

31 総 献血事業
献血及び献血思想の
普及

16歳
から
69歳
の市内
在住・
在勤者

義
務

293

活動目標を上回り、
献血者数、献血量と
もに前年より増加し
ており、成果が出て
いる。

Ａ 300
現状維

持
なし 維持

31 献血事業
献血の計画、
調整、採血他
献血の啓蒙

献血の実施回
数

年７４回
年１１７
回

293
献血の計画、
調整、採血他
献血の啓発

献血の実施回
数

年８８回 300
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

32 総

食生活改善
推進員養成
講座(ちがさ
き健康づく
り講座)

生活習慣病予防及び
地域における健康づ
くり活動の推進

概ね
６５歳
未満の
市民

義
務

117
目標の人数は下回っ
たが、事業の目標は
達成した

Ｂ 198
現状維

持
なし 維持

32

食生活改善
推進員養成
講座(ちがさ
き健康づく
り講座)

食生活改善推
進員の養成講
座の開催

修了者の人数 年２５人 年１６人 117
食生活改善推
進委員の養成
講座の開催

修了者の人数 年２０人 198
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

33 総
健康週間普
及啓発事業

各種健康普及週間に
あわせ、生活習慣病
の予防を図る

市民
義
務

160

目標の回数を実施
し、健康への取り組
みの成果が出てい
る。

Ａ 180
現状維

持
有り 維持

33
健康週間普
及啓発事業

各種健康週間
に合わせた展
示や講演会の
開催

実施回数 年９回 年９回 160

各種健康週間
に合わせた展
示や講演会の
開催

実施回数 年９回 180 可
必
要

済
不
可

無 有り 22
再任用、臨時職員
（保健師、栄養士取
得者）で対応

維持

34 総
食生活改善
推進員団体
支援事業

地域での健康づくり
活動の推進

食生活
改善推
進団体

義
務

70
目標の回数を実施
し、団体の活動の場
ともなった。

Ａ 152
現状維

持
なし 維持

34
食生活改善
推進員団体
支援事業

委託した食生
活改善推進員
による各種健
康講座の実施

実施事業数 年１４回 年１４回 70

委託した食生
活改善推進員
による各種健
康講座の実施

実施事業数 年１９回 152 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

35 総
医療関係団
体補助事業

救急医療の確保及び
三師会等保健医療協
力団体の事業に対す
る補助金の交付

医療関
係団体

政
策

2,578

目標とした期限まで
に事務を行い、健
康、医療の充実に成
果をあげている。

Ａ 2,628 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開
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予
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の
方
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事業手法
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継
続
性
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必要性 事業の改善提案

④
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民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

20年度
の取組
に対す
る分析

予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況 活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

35
医療関係団
体補助事業

耳鼻咽喉科救
急医療運営補
助

補助金交付の
期限

平成２０
年６月３
０日

市の負担
分なしの
為、交付
せず

0
耳鼻咽喉科救
急医療運営補
助

補助金交付の
期限

平成２１
年６月３
０日

40
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35
医療関係団
体補助事業

眼科救急医療
運営補助

補助金交付の
期限

平成２１
年２月２
８日

平成２１
年２月１
６日

130
眼科救急医療
運営補助

補助金交付の
期限

平成２２
年２月２
８日

140
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

35
医療関係団
体補助事業

医療保健協力
団体補助金の
交付

補助金交付の
期限

平成２０
年６月３
０日

平成２０
年６月９
日

2,448
医療保健協力
団体補助金の
交付

補助金交付の
期限

平成２１
年６月３
０日

2,448
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

36 総
予防接種健
康被害救済
事業

予防接種に起因する
健康被害者の救済

予防接
種健康
被害者

義
務

6,432
活動指標は達成し、
成果があがった。 Ａ 6,492

現状維
持

なし 維持

36
予防接種健
康被害救済
事業

扶助費の支出
医療費、障害
年金の支給月

平成20
年7･10
月、平成
21年1・
4月

平成20
年7･10
月、平成
21年1・
4月

6,432 扶助費の支出
医療費、障害
年金の支給月

平成21
年6･9・
12月、
平成22
年3月

6,492
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

37 総
救急医療機
関外国籍市
民対策事業

外国籍市民が救急医
療にかかった場合の
未払いに対する救済

救急医
療機関

義
務

0
該当がなかったた
め、未着手となっ
た。

Ｚ 1,000
現状維

持
なし 維持

37
救急医療機
関外国籍市
民対策事業

救急医療機関
からの未収金
の報告、翌年
度の補助

補助金交付 随時
交付実績
なし

0

救急医療機関
からの未収金
の報告、翌年
度の補助

補助金交付 随時 1,000
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

39 総
難病患者等
居宅生活支
援事業

難病患者に対する日
常生活の自立に対す
る支援

特定疾
患者

義
務

305
活動指標は達成し、
成果があがった。 Ａ 519

現状維
持

なし 維持

39
難病患者等
居宅生活支
援事業

対象の認定、
委託料の支払
い

支払い回数 年１２回 年１２回 305
対象の認定、
委託料の支払
い

支払い回数 年１２回 519
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

39 総
栄養改善事
業

地域住民の健康づく
り及び生活習慣病の
予防

市民
義
務

265

目標の回数を実施
し、健康への取り組
みの成果が出てい
る。

Ａ 307
現状維

持
なし 維持

39
栄養改善事
業

栄養改善教室
の実施

実施回数 年２５回 年２２回 265
栄養改善教室
の実施

実施回数 年２３回 307 可
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

40 総
歯科保健事
業

歯科衛生に関する知
識の普及を通じ市民
の健康増進を図る。

市民
政
策

480

目標の回数を実施
し、健康への取り組
みの成果が出てい
る。

Ａ 480
現状維

持
有り 維持

40
歯科保健事
業

個別相談と啓
発事業の実施

実施会場数 １会場 １会場 480
個別相談と啓
発事業の実施

実施会場数 １会場 480 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
再任用、臨時職員
（保健師）で対応

維持

41 総
地域医療推
進事業

身近なかかりつけ医
を持つことによる健
康管理の推進及び二
次医療との適切な連
携による在宅医療の
推進

受診を
必要と
する市

民

政
策

地域医療セ
ンター整備
の検討

地域医療セ
ンター整備
の検討

362

整備方針を示すこと
ができ、会議の継続
やかかりつけ医制度
の積極的な周知によ
り、今後成果が見込
める。

Ｂ 442 5
地域医療セン
ターの整備の
検討

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

41
地域医療推
進事業

地域医療推進
協議会

会議開催 年４回 年３回 240
地域医療推進
協議会

会議開催 年４回 320 5
地域医療セン
ターの整備の
検討

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

41
地域医療推
進事業

かかりつけ医
推進に関する
啓発

医療機関マッ
プ（ホーム
ページ）維持
管理

平成２１
年３月

平成２１
年３月

122
かかりつけ医
推進に関する
啓発

医療機関マッ
プ（ホーム
ページ）維持
管理

平成２２
年３月

122
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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42 総
かかりつけ
医制度の推
進

市民が自らの健康管
理や健康状態を相談
し、適切なアドバイ
スを受けられるかか
りつけ医制度の定着
を進める。

受診を
必要と
する市

民

政
策 #

かかりつけ医
制度の推進

未 高 高 高 拡大 有り
予算
なし

42
かかりつけ
医制度の推
進

かかりつけ医
推進に関する
検討会の開催

開催回数 年２回 #
かかりつけ医
制度の推進

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
関係機関と連携し、
パンフレット等を作
成して周知を図る

予算
なし

43 総
その他保健
衛生事業

各関係団体との連
携、協議を行うこと
による保健衛生に関
する資質の向上

県協議
会等

義
務

558

適切な負担金の支払
いにより、保健衛生
の充実に成果をあげ
ている。

Ａ 701
現状維

持
維持

43
その他保健
衛生事業

負担金の支払
い

支払い回数 年４回 年３回 558
負担金の支払
い

支払い回数 年３回 701
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

44 総
予防接種事
業

感染の恐れのある疾
病の予防

法定年
齢内及
び希望
する市

民

義
務

238,053
活動指標は達成し、
成果があがった。 Ａ 261,318

現状維
持

なし 維持

44
予防接種事
業

医療機関へ委
託・周知・実
施

接種者数
年
40100
人

年
40062
人

233,039
医療機関へ委
託・周知・実
施

接種者数
年
42100
人

256,104 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

44
予防接種事
業

個別通知・周
知・実施

接種者数
年3960
人

年4291
人

5,014
個別通知・周
知・実施

接種者数
年4300
人

5,214 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

45 総
結核予防事
業

疾病（結核）の予防

生後６
か月未
満及び
１５歳
以上の
市民

義
務

18,253
活動指標は達成し、
成果があがった。 Ａ 19,823

現状維
持

なし 維持

45
結核予防事
業

結核住民検診 受診者数 年180人 年173人 563 結核住民検診 受診者数 年210人 628
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

45
結核予防事
業

ＢＣＧ予防接
種

接種者数
年2000
人

年2,032
人

17,690
ＢＣＧ予防接
種

接種者数
年2100
人

19,195
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

46 総
感染症予防
事業

感染症の予防

感染症
患者が
いた区

域

義
務

0
活動指標は達成し、
成果があがった。 Ａ 370

現状維
持

なし 維持

46
感染症予防
事業

感染症患者が
いた区域の消
毒の委託

適切に予防で
きた割合

年100% 該当なし 0
感染症患者が
いた区域の消
毒の委託

適切に予防で
きた割合

年100% 370 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

47 総
地域医療セ
ンター業務
運営

休日等の応急的な医
療の提供及び地域保
健推進の拠点の確保

応急的
医療を
必要と
する者

等

政
策

51,171

レントゲン機器の入
替も行い、業務委託
により、救急医療の
確保に成果が出てい
る。

Ａ 45,698 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

47
地域医療セ
ンター業務
運営

三師会への業
務委託

適切に確保で
きた割合

年100% 年100% 51,171
三師会への業
務委託

運営日数 ７３日 45,698
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

48 総
地域医療セ
ンター施設
維持管理

地域医療センター施
設設備の保守点検及
び修繕

利用者
及び職

員

施
管

18,178
適切な事務を行い、
維持管理に成果が出
ている。

Ａ 17,217 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

48
地域医療セ
ンター施設
維持管理

施設維持管理
事務

保守、修繕期
限

平成２１
年３月

平成２１
年３月

18,178
施設維持管理
事務

保守、修繕期
限

平成２２
年３月

17,217
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持
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予
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方
向
性

事業手法
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継
続
性

健康づくり課

必要性 事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

②
直
営
の

必
要
性

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

20年度
の取組
に対す
る分析

予算内訳（千円）

活動

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

活動量・サービス量の達成状況 活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

702 総
医療費分析
事業

医療費の基礎的な
データ分析及び検証
を行い、疾病の状
態、経過、原因等を
探り、予防の視点を
把握する。

市民
政
策

医療費分析
事業

医療費と疾病の傾向
が判明し、成果が出
た。今後は特定保健
指導事業に引継ぐ。

Ａ

702
医療費分析
事業

レセプト分析 レセプト件数 年８０件 年８０件

49 総
健康増進計
画検討事業

既存の計画等の実施
状況と整合性を図り
ながら、次期新総合
計画の策定に合わせ
た検討する。

市民
内
部

633

目標の回数をほぼ達
成。アンケートも実
施し、成果を出して
いる。

Ａ 170 8
健康増進計画
策定の検討

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

49
健康増進計
画検討事業

健康増進計画
の検討

検討会開催回
数

年４回 年３回 633
健康増進計画
の検討

検討会開催回
数

年４回 170 8
健康増進計画
策定の検討

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

703 総
特定健康診
査

疾患の疑いのある者
のスクリーニング及
び健康保持

４０歳
以上の
国保加
入者

義
務

保険年金課実施事業
のため Ａ

703
特定健康診
査

健康診査結果
の整理、要指
導者等の把握

受診率 ４０％ ３７.５％

50 総
特定保健指
導

特定健康診査により
要指導となった者の
保健指導

特定健
康診査
による
要指導

者

義
務

目標の回数を実施
し、健康への取り組
みの成果が出てい
る。

Ａ 1 健康増進事業
現状維

持
有り

予算
なし

50
特定保健指
導

保健指導 受診率 ２０％ ２４％ 保健指導 受診率 ２５％ 1 健康増進事業 可
必
要

可
不
可

無 有り 22

民間への委託化も視
野に入れて、実施方
法を検討する。
保険年金課（予算）
と共催事業

予算
なし

51 総
新型インフ
ルエンザ応
急対策活動

本市域及び国、県に
新型インフルエンザ
が発生した場合に、
まん延を軽減し、応
急対策活動として迅
速的確に対処する。

全市民
等

義
務

777

行動計画の策定は遅
れたもののリーフ
レットによる周知を
行っており、今後発
生して場合の対応に
成果が見込める。

Ｂ 686 7
新型インフル
エンザ対策の
整備

拡大 有り
増
や
す

51
新型インフ
ルエンザ応
急対策活動

新型インフル
エンザ行動計
画の改定及び
関係部署との
連携強化

行動計画の改
定

平成２１
年３月

改定作業
未完了

新型インフル
エンザ対策行
動計画の見直
し及び関係部
署との連携強
化

行動計画の見
直しと連携強
化

平成２１
年６月

7
新型インフル
エンザ対策の
整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
新型インフ
ルエンザ応
急対策活動

新型インフル
エンザ対策会
議及び連絡会
議

対策会議、連
絡会議の開催

年１回 年１回

新型インフル
エンザ対策会
議及び連絡会
議

対策会議、連
絡会議の開催

年４回 7
新型インフル
エンザ対策の
整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

51
新型インフ
ルエンザ応
急対策活動

新型インフル
エンザ対策に
関する啓発

リーフレット
発行

平成２１
年３月

平成２１
年３月

777
新型インフル
エンザ対策に
関する啓発

リーフレット
発行

平成２１
年１１月

646 7
新型インフル
エンザ対策の
整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

51
新型インフ
ルエンザ応
急対策活動

新型インフル
エンザ対策に
関する啓発

講演会開催 年１回 40 7
新型インフル
エンザ対策の
整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
職員への講演会を開
催し、情報の共有化
を図る。

増
や
す

52 総
新型インフ
ルエンザ対
策整備事業

本市域及び国、県に
おける新型インフル
エンザの発生に備
え、感染防止のため
の防護具等の資機材
の整備を進める

全市民
等

義
務

315 7
新型インフル
エンザ対策の
整備

拡大 有り
増
や
す
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①
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52
新型インフ
ルエンザ対
策整備事業

新型インフル
エンザ対策に
必要な防護具
等の資機材を
整備する

防護具等の整
備

平成２１
年９月

315 7
新型インフル
エンザ対策の
整備

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21
新型インフルエンザ
の発生に備え、防護
具等の整備を進める

増
や
す

704 総
食育推進計
画策定事業

食育推進計画を策定
する

各課か
い及び
市民

政
策

食育推進計
画の策定

2,601
目標の回数を実施
し、計画を策定し
た。

Ａ

704
食育推進計
画策定事業

食育推進計画
の策定

委員会開催回
数

年３回 年３回 2,601

53 総
食育推進事
業

茅ヶ崎市食育推進計
画の円滑な推進をす
る。

各課か
い及び
市民

政
策

食育の推進 500 # 食育の推進 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

53
食育推進事
業

食育推進計画
の運営状況を
把握、評価、
課題抽出、検
討を行う。

委員会開催回
数

年２回 500 # 食育の推進
不
可

必
要

可
不
可

無 なし 維持

54 総
食のボラン
ティア育成
事業

市民に適切に食育を
浸透させるために、
地域で活動している
食のボランティアを
育成する。

食のボ
ラン

ティア

政
策

食のボラン
ティアの育
成

140 #
食のボラン
ティアの育成

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

54
食のボラン
ティア育成
事業

地域で活動し
ている食のボ
ランティアを
育成する。

研修会の実施 年２回 140 #
食のボラン
ティアの育成

可
必
要

可
不
可

無 なし 維持

55 総
食事バラン
スガイド活
用推進事業

市民が生涯を通じて
健康の維持・増進が
できるように、自ら
の食について考え、
適切な食習慣を身に
つける。

市民
政
策

食事バラン
スガイドの
活用

1,672 3
食事バランス
ガイドの活用

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

55
食事バラン
スガイド活
用推進事業

食事の望まし
い組み合わせ
やおおよその
量を身につけ
る。

食事バランス
ガイドの配布

全世帯 1,672 3
食事バランス
ガイドの活用

不
可

必
要

可
不
可

無 なし 維持

56 総
親子食育事
業

親子共に栄養バラン
スの正しい知識を持
つことにより子ども
自身が考える力を持
つ

小学生
とその
保護者

政
策

25 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

56
親子食育事
業

講義と実習
小学生低学年
と高学年対象
の教室を開催

年２回 25 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

57 総
アスベスト
対策事業

市所有施設において
アスベストによる健
康被害を起こさない
ため、飛散、含有調
査等の実施の調整を
する。

市所有
施設を
利用す
る市民

等

義
務

4,233

庁内調整を行い、含
有調査、飛散調査を
実施しており、成果
が出ている。

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

57
アスベスト
対策事業

アスベスト室
内環境（飛
散）調査のた
めの庁内調整
をして実施を
図り、安全を
確認する

アスベスト室
内環境（飛
散）調査の実
施時期

平成20
年10月

平成20
年10月

アスベスト室
内環境（飛
散）調査のた
めの庁内調整
をして実施を
図り、安全を
確認する

アスベスト室
内環境（飛
散）調査の実
施時期

平成２１
年１０月

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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57
アスベスト
対策事業

アスベスト含
有調査を実施
し、安全を確
認する

アスベスト含
有調査の実施
時期

平成20
年12月

平成21
年1月

3,429

57
アスベスト
対策事業

アスベスト室
内環境（飛
散）調査を実
施し、安全を
確認する

アスベスト室
内環境（飛
散）調査の実
施時期

平成20
年10月

平成21
年3月

804

58 総
災害時医療
救護活動事
業

本市域に、地震動・
津波等伴う諸現象に
よる同時多発的災害
が発生した場合に、
医療救護所を設置
し、被害者の応急手
当を行う。

全市民
等

義
務

医療救護訓練やマ
ニュアルの見直しに
より、成果が出てい
る。

Ａ 9
災害時医療体
制の確立

拡大 有り
予算
なし

58
災害時医療
救護活動事
業

医療救護所マ
ニュアルにお
ける活動内容
の検証及び見
直し

マニュアルの
検証及び見直
し

平成20
年9月

平成20
年5月

医療救護所マ
ニュアルにお
ける活動内容
の検証及び見
直し

マニュアルの
検証及び見直
し

平成２１
年１２月 9

災害時医療体
制の確立

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

58
災害時医療
救護活動事
業

医療救護所マ
ニュアル検討
会議

検討会議開催 年１回 年１回
医療救護所担
当者会議

会議開催 年３回 9
災害時医療体
制の確立

不
可

必
要

不
可

不
可

無 有り 21

個別の救護所ごとに
担当者会議を開催
し、開設場所ごとに
具体的実施方法を検
討する。

予算
なし

58
災害時医療
救護活動事
業

応急救護訓練 訓練実施 年２回 年１回 応急救護訓練
訓練の実施
（総合訓練・
地区訓練）

年２回 9
災害時医療体
制の確立

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし


